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日頃から、大阪府福祉行政の推進に対しまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
少子高齢化の進行、家族形態の変化、地域コミュニティの希薄化など、福祉分野をとりまく環境は大きく変化しており、福祉施策は多様化・高度化するニーズに応えていくことが求められています。
こうした環境の変化に伴い、本府はこれまでも福祉施策の見直しや再構築に取り組んできましたが、依然として厳しい制度運営を強いられることが見込まれます。
福祉施策は、国民の安全・安心な暮らしを支える「セーフティネット」であるとともに、社会経済を支える基盤であることから、国がやるべきことは国が責任を持って行うべきであり、その財源を地方の負担とすることは許されるものではありません。
国においては、消費税率の引き上げを行うとともに、社会保障の機能の充実や給付の重点化、効率化を図るため制度の見直しが検討されておりますが、詳細な制度設計にあたっては、地方の意見を十分に反映していただき、必要な財源を措置していただくことをお願いいたします。
平成27年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組について十分ご理解いただき、要望事項の実現のため、格別のご配慮を賜りますよう、お願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　　　　松井　一郎
１．持続可能な社会保障制度の構築
社会保障制度のうち、現在制度の見直し・構築が行われているものについては、将来にわたり安定的に運営ができる制度とするため、国と地方との間で十分協議を行った上で、必要な財源の確保を含め、制度設計を行うこと。特に、社会保障・税一体改革に当たっては、社会保障の機能の充実と、給付・負担両面で世代間・世代内の公平性を重視した改革を行うこと。
（具体例）
・子ども・子育て支援新制度
・障がい者総合支援制度
・介護保険制度
・後期高齢者医療制度及び国民健康保険制度
・生活保護制度

・生活困窮者自立支援制度
　　　　　　など
２．地方単独事業の国における制度化
　全自治体が単独事業として実施することで事実上のナショナルミニマムとなっている事業については、国において全国一律の制度として早期に制度化すること。
（具体例）
・福祉医療費助成事業の制度化及び国民健康保険の国庫負担金減額措置の廃止
３．医療・介護サービスの提供体制改革

地域における効率的かつ質の高い医療提供体制の構築や、要援護高齢者に対する、身近な地域における医療・介護サービスの切れ目ない提供など、医療・介護の提供体制の改革を図ること。

（具体例）

・各地方の実情に応じ柔軟に対応できる基金の創設
４．児童虐待対策の強化
　乳幼児が死亡するなど重大な児童虐待事案が急増している現状を踏まえ、児童相談所や市町村における相談体制の強化を図ること。また、児童養護施設等で生活する子どものケアがきめ細かく実施されるよう、十分に配慮するとともに、必要な財源措置を講じること。
（具体例）
・地域の実情に応じた職員配置基準の見直し
・児童養護施設及び障がい児施設等の職員配置・設備基準の見直し
など
